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はじめに

1995年の「総合型地域スポーツクラブ育成モデル事業」を皮切りに、全国で総合型

地域スポーツクラブの育成が始まりました。兵庫県では、2000年より、「スポーツ

クラブ21ひょうご」事業をスタートさせ、小学校区ごとに827の総合型地域

スポーツクラブ（以下「総合型クラブ」という。）が設立されました。各地域では

「いつでも、どこでも、だれでも」を合言葉にさまざまな種目が実践され、総合型

クラブは地域スポーツ振興の中心的な役割を果たしてきました。

他方で、学校を中心とした運動部活動は、教師の勤務を要しない日の活動を

含め、教師の献身的な勤務によって支えられてきましたが、教師の長時間勤務の

要因であることや、特に指導経験がない教師には多大な負担となっているとの声が

あがっています。こうした状況を踏まえ、スポーツ庁では、令和２年９月「学校の

働き方改革を踏まえた部活動改革」の指針として、学校と地域が協働・融合した

部活動の具体的な実現方策とスケジュールを明示しました。本スケジュールでは、

令和５年度より中学校の休日運動部活動の段階的な地域移行を進めていくとされて

います。

このような国の流れを踏まえ、兵庫県体育協会では、休日の中学校運動部活動の

段階的な地域移行に向け、中学生のスポーツ機会を確保し、生徒にとって望ましい

スポーツ活動のあり方を検討するため、令和３年７月に「地域スポーツ推進団体

連絡会議」を立ち上げました。本会議には、学校関係者や総合型クラブ関係者、

県行政、市町行政、県体育協会が参集し、県内の総合型クラブと学校運動部活動

との連携状況や課題を共有するとともに、「中学校運動部活動と総合型地域

スポーツクラブとの連携等に関する調査研究」を行いました。

本報告書は、これらの国の動向や調査研究の結果を取りまとめ、概要版として

示したものです。全文は兵庫県体育協会のホームページで公開をしていますので、

ぜひご覧ください。本報告書が今後の兵庫県における中学校運動部活動の地域

移行並びに中学生のスポーツ機会の充実に向けた議論の一助となれば幸いです。
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（1）調査概要
休日の中学校運動部活動の地域移行においては、中学生のスポーツ活動の機会を

いかに確保していくかが重要であり、指導者の確保や生徒の費用負担の在り方、受け皿と

なる組織・団体の整備などが課題となっている。地域では総合型クラブがスポーツ推進

の中心的な役割を果たしており、中学校運動部活動の受け皿としての期待されている。

本調査は中学校運動部活動と総合型クラブの連携状況や連携時の課題等を探り、

中学校運動部活動をめぐる課題解決の一助とすることを目的とする。

（2）調査実施主体／調査委託機関　
公益財団法人兵庫県体育協会・地域スポーツ推進団体連絡会議／神戸親和女子大学

（3）調査内容
①中学校と総合型クラブの連携等に関する県内の取組状況の把握及び事例収集

　中学校運動部活動と総合型クラブの連携等に取り組んでいる県内の取り組みについて、

３つの事例を取り上げ、中学校関係者及び総合型クラブ代表者、行政担当者を対象とした

ヒアリングを行った。ヒアリング内容は、中学校運動部活動と総合型クラブとの連携等の

取組について（連携のきっかけ、メリット・デメリット、連携時の課題等）、行政からの

支援状況、行政への要望、保護者の理解等であった。

②中学校と総合型クラブの連携等に関する県外の先進的な取組の事例収集

　中学校運動部活動と総合型クラブの連携等に取り組んでいる県外の取り組みについて、

３つの事例を取り上げ、中学校関係者及び総合型クラブ代表者、行政担当者を対象とした

ヒアリングを行った。主なヒアリング内容は、中学校運動部活動と総合型クラブとの

連携等の取組について（連携のきっかけ、メリット・デメリット、連携時の課題等）、

行政からの支援状況、行政への要望等であった。

③日本スポーツ協会公認スポーツ指導者資格を有するスポーツ指導者への意識調査

　兵庫県内の資格登録者3,446名のうちメールアドレス登録者2,953名（無効アドレス

69名）に調査を依頼し、433票の回答を得た。調査項目は、個人的属性、事故等に

対する補償の認知、現在の指導時の謝金、総合型クラブの認知、中学校運動部活動の

地域移行の認知、中学校運動部活動の地域移行の支持、中学校運動部活動における

指導の意思、指導可能日時、必要な手当、指導する際の必要な条件、活動の妨げに

なりうる要因、中学校運動部活動で指導する際に不安に思うことであった。

調査の概要
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平成26年に経済協力開発機構（OECD）が実施した国際教員指導環境調査（TALIS）2013に

よると、我が国の教師の１週間当たりの勤務時間は参加国中で最長（日本53.9時間、参加国

平均38.3時間）であり、特に課外活動（スポーツ・文化活動）の指導時間が長い（日本7.7時間、

参加国平均2.1時間）ことが指摘されている。こうした報告をもとに、国は学校の働き方改革

を喫緊の課題と位置づけ、部活動改革を進めている。

具体的には、休日の部活動の段階的な地域移行（学校部活動から地域部活動への転換）を

行うとし、休日の部活動における生徒の指導や大会の引率を地域の活動として地域人材が担う

ことができるとする「地域部活動」を推進するための実践研究を行っている（令和3年度～

令和4年度）。その成果を基に、令和５年度以降、休日の部活動の段階的な地域移行を進める

方針としている。

また、令和３年10月に設置されたスポーツ庁「運動部活動の地域移行に関する検討会議」

において、①地域における受け皿の整備方策、②指導者の質及び量の確保方策、③運動施設の

確保方策、④大会の在り方、⑥費用負担の在り方等の検討が進められている。

Ⅰ 国における中学校運動部活動改革の検討状況

図１　学校の働き方改革を踏まえた
　　　部活動改革　概要
　　　（出典：スポーツ庁）

スポーツ庁「運動部活動の地域移行に関する検討会議」の
議事要旨・議事録・配付資料
https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/shingi/035_index/giji_list/index.htm

図２　学校の働き方改革を踏まえた
　　　部活動改革のスケジュール
　　　（出典：スポーツ庁）
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令和３年度の兵庫県の中学校数は387校（義務教育学校含む）、総合型クラブ数は784クラブ※

である。そのうち、今回の調査で確認できた中学校運動部活動と総合型クラブが連携を行って

いる事例は５つであった。主な連携内容は、「部活動の外部指導者としてクラブの指導者を

紹介した」、「部活動の代替としての活動を総合型クラブが行っている」、「部活動にない

種目を総合型クラブが実施している」、「総合型クラブの活動を学校が認知し、中体連の大会

に出場している」等であった（表１）。

兵庫県では、総合型クラブのほとんどが小学校を拠点として活動を行なっているため、

中学校との連携はあまり進んでおらず、中学校運動部活動と総合型クラブの連携事例についても

希少であった。今後、双方の連携を進める際の参考とするため、今回の調査で確認できた

５つの事例のうち３つの事例について、関係者へのヒアリングを行った。

Ⅱ 調査研究報告

１　県内における中学校運動部活動と総合型クラブとの連携状況

結果の概要

※「スポーツクラブ21ひょうご」及びひょうご広域スポーツセンター認知クラブ数

表１　県内の中学校運動部活動と総合型地域スポーツクラブとの連携事例

中学校で卓球の外部指導者を探しており市教育委員会に指導者の照会を行った。依頼を

受けた担当者は、当該地域で活動している総合型クラブ代表者と繋がりがあり相談をした

ところ、総合型クラブで活動している卓球の指導者が部活動の指導が可能であったことから

学校に紹介。現在も外部指導者として中学校部活動の指導にあたっている。

総合型クラブに所属する体操クラブには、小学校から高校までの生徒が所属し、一貫した

指導体制がとられている。また、中学校・高校とも連携を図りながら活動を展開して

いる。地元の高校に新体操部があり競技を継続する生徒の多くが高校の部活動に入るまで

地域スポーツクラブで活動を行っている。

町の指針として、総合型クラブと中学校運動部活動との連携を視野に入れた地域スポーツ

推進施策を進めている。具体的には中学校や総合型クラブ、行政関係者が一堂に会し、

運動部活動に関する課題等の情報共有を行う場を設けるなど連携を図っている。また、

陸上競技、サッカー、卓球、剣道等の競技では、総合型クラブから部活動に指導者を派遣

したり、教員が総合型クラブの指導者として子どもたちの指導を行ったりしている。

総合型クラブでは、小学生を対象としたバドミントン教室を行っているが、進学先の中学校

ではバドミントン部がなく、競技を続けられないことが課題となっていた。しかしながら、

中学校において新規部活の創設は困難であることから、総合型クラブに中学生を対象とした

バドミントン部をつくり、競技を続けたい子どもの受け皿となっている。総合型クラブの

活動している生徒が中体連の大会に出場できるよう中学校との連携も図っている。

総合型クラブで行っている陸上教室には、子どもから大人まで多世代の会員が活動しており、

中学生も多数所属している。しかしながら、中学校には陸上部がないため、陸上競技以外の

部活動に所属し活動を行っているが、中学校との連携により中体連の駅伝大会に出場して

いる。

連 携 事 例

１

２

３

４

５
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中学校
外部指導者

クラブ

本事例の中学校では、卓球部の指導を外部指導者に依頼していたが、それまで指導にあたって

いた指導者の都合がつかなくなったため、市の教育委員会に相談した。当時、相談を受けた教育

委員会の担当者は、当該中学校区を活動エリアとする総合型クラブの代表者と懇意にしていたこと

から、総合型クラブの卓球サークル内に中学生の指導ができる適任者がいないか照会をかけた。

総合型クラブには、長年卓球の指導の経験が

あり、数年前に定年退職した指導者がいたため、

教育委員会を通じて中学校に紹介。現在に至る

まで、外部指導者として中学生の指導にあたって

いる。

Ⅱ 調査研究報告

Ａ事例（都市部） 本事例は、兵庫県の都市部における中学校と総合型クラブの
連携事例である。

■ 連携のきっかけ、連携内容

中学校側は、休日の運動部活動を地域移行するメリットとして、教員の負担軽減（働き方改革）

を挙げた。一方で平日と休日で指導者が代わると生徒が戸惑うのではないかといった懸念を示した。

地域移行においては、教員と地域指導者がコミュニケーションを密に取り、指導方針を一致させる

ことが重要であるとしている。また、休日の指導時の責任の所在を明確にすべきとの意見が

挙がった。

総合型クラブ側は、小学校時にクラブで活動していた種目が中学校の運動部活動にはなく、

「競技を継続したい希望があるにも関わらず、継続できない生徒に対して何とかしてあげたい」

との思いを持っており、ぜひ地域移行を前向きに進めて欲しいと要望していた。

最後に中学校側からは、運動部活動の地域移行を進める場合の一番のハードルとなるのが、

保護者への理解ではないかとの意見があった。部活動と地域スポーツ活動の活動趣旨の違いに

ついても整理が必要であり、こうした部分を保護者にいかに理解してもらえるかが課題である

との指摘があった。

■ 中学校運動部活動の地域移行について

本事例の中学校区は、少子化が進んでいる地域であり、数年のうちに２つの部活を休部にする

予定である。そうなれば、生徒は限られた部活動のいずれかに入るしか選択肢がなくなってしまう

ため、中学校としては「地域に総合型クラブがあって、そこで活動をしながら大会にも出られる

ようになることが望まれる」と述べている。指導者については「教員も指導したい人はやったら

いいし、教員自身の家庭事情もあるので『定時になったら帰ります』『土日の指導は難しいです』

という人もそれでいい」としており、学校運動部活動の受け皿、教員の働き方改革に繋がるような

総合型クラブの必要性を指摘している。また、こうした部活動改革の取組は、特定の中学校だけが

モデル校として取り組むのではなく、市が一定の方針を示し、一体的に取り組むことが重要である

との見解であった。

■ 今後について

本事例では、総合型クラブの指導者が市教育委員会を介して中学校に外部指導者を紹介した

という部分的な連携にとどまっているものの、ヒアリングからは、中学校と総合型クラブの連携の

必要性や、中学校運動部活動の地域移行の有用性が示唆された。一方で多くの課題が指摘され、

現場レベルで連携を深めていく難しさが垣間見えた。中学校運動部活動の地域移行においては、

国や県の方針を踏まえながら、地域の実情に応じた対応策や方針等を市町レベルで示していくことが

必要であると考えられる。

■ まとめ

１　県内における中学校運動部活動と総合型クラブとの連携状況
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中学校

中学生対象の活動

外部指導者（平日・休日）
教員の兼職兼業（休日）

クラブ

連携が進められた経緯として、町が総合型クラブと中学校運動部活動の連携について一定の

方向性を示しながら政策を推進してきた背景がある。また、総合型クラブとしても設立時から

中学生のスポーツ活動を視野に入れた活動を計画していた。これまで年に３回、中学校と総合型

クラブ間の協議の場を設け、町内の２校の中学校関係者と総合型クラブ関係者、町教育委員会

関係者が中学校運動部活動をめぐる課題等について意見交換を

行ってきており、中学校運動部活動をめぐる課題や方向性の

共有が図られている。

今年度は国の地域部活動推進事業の委託を受け、休日の

中学校運動部活動を総合型クラブが受け皿となって進めている。

総合型クラブの指導者を中学校に派遣し、中学校で指導を行う

ケースや中学生がクラブの活動場所（町立のスポーツ施設）

に移動して活動を行うケース、あるいは、中学校の教員が

兼職兼業の届け出をし、総合型クラブの指導者として指導に

あたるといった、様々な試みを行っている。

Ｂ事例（郡部）

■ 連携のきっかけ、連携内容

本事例では、既に試行的に中学校運動部活動の地域移行に取り組んでおり、休日の指導をクラブ

の指導者に任せたり、教員が三者面談やテストで忙しい平日にも総合型クラブの指導者が指導を

行ったりしている。課題としては「財源の確保」と「平日の指導者の確保」を挙げた。現在、

指導者に対して１時間あたり1,200円の謝金を総合型クラブから支払っているが、補助金終了後の

財源確保が課題となっている。教員委員会は、「町である程度の予算を確保し、休日等の部活動に

関して総合型クラブに委託する案や、受益者負担で保護者から会費を徴収する案などを検討して

いる」と述べた。「平日の指導者の確保」については、現在のところ定年退職した教員や総合型

クラブの指導者が平日の指導にあたっているため、大きな問題にはなっていないが、持続可能な

体制とはいえない。通常、平日の部活動は授業終了後すぐに実施されるが、指導者の仕事終わりの

時間帯から活動ができるように開始時間を工夫することも解決策の一つとして挙げた。

■ 中学校運動部活動の地域移行について

将来的には、平日の部活動も地域移行していくイメージを関係者間で共有しており、中学校では

対応できないことを総合型クラブで補完するといった関係性が築けている。ただ、部活動を完全に

地域に移行する際には中体連の大会への出場機会を確保する必要があると考えており、学校側とも

十分な調整を進めている。今後、大会の出場資格が学校単位ではなく、クラブ単位・地域単位等で

出場可能になれば、より円滑な移行になると述べていた。

■ 今後に向けて

中学校運動部活動の地域移行に向けて県内のモデルとなる事例で、地域移行時に生じる様々な

ケースを想定しつつ課題の抽出などに取り組んでいた。中学校運動部活動の受け皿となる総合型

クラブの組織基盤や関係者間の推進体制が強固であるため、現場レベルでの連携がうまく進んで

いると考えられる。

■ まとめ

本事例は、兵庫県の郡部における中学校と総合型クラブの
連携事例である。本事例は、町内２つの中学校と町全域を活動
エリアとする１つの総合型クラブの連携事例である。

Ⅱ 調査研究報告 １　県内における中学校運動部活動と総合型クラブとの連携状況
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中学校

中学生の
参加

クラブ

本事例で取り上げる中学校は、生徒数の減少が顕著で、部活動の種目も限られている。地域に

ある総合型クラブでは、陸上競技が盛んに行われているが、中学校の部活動には陸上種目がない

ため、中学校進学後のスポーツ環境が課題となっていた。小学校時に総合型クラブで陸上競技を

行っていた生徒は、中学校への進学後、他の運動部に入部し部活動を行いながら、総合型クラブ

の陸上競技の練習にも適時参加している。中学校と総合型クラブでは、年間を通して形式的な

会議等は行われていないが、総合型クラブの練習に参加する生徒でチームを結成し、中体連の

駅伝大会に出場している。中体連の大会に出場

するためには中体連への登録や中学校教員による

引率が必要となるため、総合型クラブ代表者と

学校長の間で連絡・調整が行われていた。大会の

引率に関しては、保健体育科の教員が担当し、複数名

必要な場合には、出場する生徒の担任等が帯同

している。

Ｃ事例（郡部）

■ 連携のきっかけ、連携内容

総合型クラブの代表者は「兵庫県でも大きな市になると、ある程度の指導者がいて、施設も

あるので何とかできるかもしれないが、小さな町では指導者の数も限られ、参加してくる子どもの

数も非常に少ないので、色んな競技をするのは難しい」と述べており、小さな町ならではの

不安や課題が浮き彫りとなった。その中で、中学校、クラブ、行政が地域の実情に合わせて、

手探りで進めていこうとする姿勢がうかがえた。

■ 中学校運動部活動の地域移行について

今後、部活動の地域移行が進み、教員が兼職兼業で休日の指導を行うようになる際の不安が

聞かれた。中学校からは「（人材が足りてないので）先生が地域の指導者としてクラブで指導

すればいいとなってしまったら、『ええで』って言うてくれる先生と、『ちょっと難しい』って

言う先生が出てくる。保護者からすれば『あの先生は地域に来てくれているのに、あの先生は

来てくれてない』となってしまって、渋々（指導に）行かなあかんとなったら本来の目的が

なし崩しですからね。（部活動地域移行の）過渡期においては、面倒を見てくれる先生と見て

くれへん先生という形で評価をされてしまったら可哀想」と語っており、部活動の地域移行に

対する保護者や生徒の理解を深めることが重要であるとの見解を示した。

■ 今後について

地域における資源が限られており、部活動の地域移行が果たしてうまくできるか、また、制度

として地域移行が進められたとしても、教員が地域指導者の立場になるだけで大きく状況は

変わらないといった小さい町ならでは課題が浮き彫りになった。部活動改革の趣旨について、

教員はもとより生徒や保護者、地域スポーツ団体で共通理解を図ることの重要性が示唆された。

■ まとめ

本事例は、兵庫県の郡部における中学校と総合型クラブの
連携事例である。

Ⅱ 調査研究報告 １　県内における中学校運動部活動と総合型クラブとの連携状況
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Ⅱ 調査研究報告

２　県外における中学校運動部活動と総合型クラブの連携事例の調査

兵庫県の中学校運動部活動と総合型クラブの連携の方向性を探ることを目的とし、

県外において先進的な取組を行っている３つの事例を取り上げた。第一の福井県鯖江市は、

「体操のまち」としても広く知られ、スポーツが盛んな地域である。鯖江市では、中学校を

拠点とした総合型クラブの育成が進められ、中学校と総合型クラブで密接な連携が取られて

いる事例である。第二の岐阜県羽島市は、既に令和３年度から休日の中学校運動部活動を

総合型クラブに完全移行している事例である。全国的にも先進的な取組として知られており、

多くの都道府県が視察に訪れている。第三の愛知県大口町は、人口規模が比較的小さいまちの

取組事例である。その特徴を活かして、中学校と総合型クラブ、行政が一体的に連携を

図りながら進めている。なお、本来であれば現地に赴いて意見交換をする予定であったが、

コロナの感染拡大の影響に鑑み、一部のヒアリングはオンラインで行った。

調査の概要

福井県鯖江市 愛知県大口町岐阜県羽島市

表２　県外の連携事例及びヒアリング対象者
市 町 村 日 時 ヒ ア リ ン グ 対 象

福井県
鯖江市

岐阜県
羽島市

愛知県
大口町

令和４年１月17日
10:00～11:30
（オンライン）

令和４年１月21日
13:30～16:30

令和４年１月28日
10:00～11:00
（オンライン）

NPO法人ｳｨﾙ大口スポーツクラブ２名
大口町教育委員会　　　２名
大口町立大口中学校　　１名

はしまなごみスポーツクラブ　１名
羽島市立竹鼻中学校　２名
羽島市教育委員会　　３名

鯖江スポーツクラブ　１名
鯖江市鯖江中学校　　１名
鯖江市教育委員会　　２名
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鯖江市は、人口６万9,396人（2021年12月時点）

で、市内には３つの中学校があり、各中学校区を活動

エリアとする３つの総合型クラブが設立されている。

2000年に市内で最初に立ち上がった「さばえスポーツ

クラブ」は、会員数1,135名（2021年11月現在）を

数える。中学生を対象としたサークルは12であり、中学生会員数は360名となっている。年間予算1,335万円

（概算）で、常任職員を２名配置している。

さばえスポーツクラブの活動エリアにある鯖江中学校は、生徒数750名のうち516名が運動部活動に所属。

ソフトテニス、陸上競技、ホッケー等が特に盛んで、全11種目の部活動が展開されている。

福井県鯖江市の事例

■ 概要

総合型クラブ側は、生涯スポーツを推進するにあたって、中学校・高校で一度クラブを抜けることに課題

意識があり、設立当初より中学校との連携を模索していた。総合型クラブ設立時には、「中学校の部活動の

全員加入をやめてほしい」と学校側に要望し、生徒のニーズに応じて総合型クラブでの活動も選択できる

よう取り組みを進めてきた。また、中学校の施設は、終業時刻以降、社会体育施設として総合型クラブ等に

開放され、18時までは部活動、それ以降は地域の活動というすみ分けがされている。

現在、中学校の部活動にある種目のほとんどが総合型クラブでも整備されており、多くの中学生が部活動に

加えて、休日等に総合型クラブの会員として活動をしている。

■ 中学校と総合型クラブの連携のきっかけ、連携状況

総合型クラブ側は、中学生の会員が増えることにより、クラブ全体が活性化し、会費収入増も見込める

ことをメリットとして挙げた。学校側は、部活動に加えてさらにスポーツ活動を行いたい生徒のニーズに

応えられること、地域の指導者から専門的な指導が受けられること、顧問の負担が軽減されること、そし

て、まちで見かけた生徒に地域の人が声をかけてくれることを挙げた。

一方、デメリットとして、総合型クラブ側は、クラブの事務量の負担増や事故やトラブル発生時の責任問

題に不安を抱えていた。また、指導者不足や施設を確保することが難しいといったマネジメント課題が挙

げられた。学校側は、教員と地域指導者の指導力の格差や指導方針の違いといった指導上の懸念や、生徒の

個人負担（会費）増を心配する意見、そして教員の部活動への意識低下を挙げた。

■ 中学校と総合型クラブの連携のメリット・デメリット

鯖江中学校の校長からは、「『道』のつく競技の地域移行が難しいと認知しているので、あえて今回のモデ

ル事業では剣道、柔道を選択し、実践研究を行っている」と報告があった。実践研究を通して、顧問・地域

の指導者・保護者の相互理解や連携強化を課題に挙げた。特に保護者の理解を得るためには「教員の働き

方改革という理由・大義では納得しない」と強調していたことが印象的であった。

また、財政面では、生徒保護者の金銭面での負担増や地域スポーツ指導者に支払う謝金の財源確保が課題

である。指導者への謝金は、1,000円／時で、一日の活動上限は３時間とし、一つの部活動につき、最大で

３名の指導者配置を認めている。今年度は、国の地域部活動活動推進事業の予算を充当しているが、事業

終了後の予算確保が課題となっている。また、会場の確保や指導者の調整、会費の徴収から広報活動などと

いったマネジメントを行う総合型クラブの事務局への負担増が大きな課題である。

■ 中学校運動部活動の地域移行について

鯖江市の事例では、総合型クラブの活動エリアが中学校区であったことやクラブの設立時から中学生を

ターゲットとしてクラブの事業を行っていたため、中学校と総合型クラブが連携できる土壌が備わっていた

ことが連携促進の大きな要因であると考えられる。総合型クラブ設立後、20年以上にわたり中学校との関係

が構築されており、地域移行を進めるにあたっては中学校と総合型クラブの信頼関係が重要であることが

示唆された。

■ まとめ

Ⅱ 調査研究報告 ２　県外における中学校運動部活動と総合型クラブの連携事例の調査
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岐阜県羽島市の事例

■ 概要

岐阜県には部活動育成会という組織が根付いている。部活動育成会とは、PTA組織の中に位置し、保護者を

中心とした部活動の支援組織である。羽島市では、夏期期間で下校時間が18時、冬季期間は下校時間が

16時半までと定まっており、冬季期間中に限れば平日の部活動はほとんど行われていない。こうした状況に

おいて、「もっと活動をしたい」という生徒のニーズに応えているのが、部活動育成会である。土日の

部活動を中心に、平日の部活動についても可能な範囲で保護者が部活動の運営に関わってきた。しかし、

部活動育成会に関わる保護者の負担が大きく、生徒のニーズに十分に応えることができなくなっている。

竹鼻中学校としても、こうした状況を踏まえ、部活動育成会の意見などを聞きながら部活動改革の方策を探って

きた。令和元年度には中学校内に部活動改善委員会を立ち上げ、部活動の現状を育成会の役員、PTA、そして

はしまなごみクラブの代表者へ相談し、部活動の在り方、指導方法、部活動育成会組織の縮小等について

意見交換を行った。

こうした話を受けたはしまなごみスポーツクラブは、クラブの負担が増えるといった懸念はあったものの、

「学校や地域の困り事を何とかしたい」、「子どもたちの活動環境を整えたい」という思いで、令和2年4月に

部活動のクラブ化の受け入れを表明した。この決断に至っては、クラブの理事長が17年間にわたって中学校

の陸上部の指導を行っていたことも影響している。

■ 中学校と総合型クラブの連携のきっかけ、連携状況

羽島市は、人口６万7,107人（2021年12月時点）で、

市内には４つの中学校と１つの義務教育学校があり、

中学校区を活動エリアとする３つの総合型クラブが

活動しているが、ここでは竹鼻中学校とはしまなごみ

スポーツクラブの連携事例を扱う。クラブの事務局は

市の銃剣道場の一角にあり、年間予算は100万円（概算）

で、パートタイプの事務職員を３名配置している。竹鼻中学校の生徒数は560人（令和３年度）であり、

羽島市役所から道路を挟んだ向かい側に立地している。

令和2年6月、中学校と総合型クラブで部活動の地域移行の保護者説明会において、部活動の現状や羽島市

の部活動指針をもとに、よりよい部活動の実現のため、部活動を地域に移行することを説明した。地域に移行

した場合の活動イメージや、メリット・デメリット、クラブでの活動時に心配に思うこと等に対して丁寧な説

明を行った。特に、休日の部活動を行うためには、はしまなごみスポーツクラブの会員になる必要があるた

め、金銭面で保護者への過度な負担がないよう配慮した。具体的には、これまで学校が保護者から徴収し

ていた部活動協力金を大きく見直し（年間5,000円から100円に）、クラブの会員になって活動することへの負

担感を軽減した。中学校として部活動協力金の額を大きく見直したことは英断であったといい、「そうでも

しないと部活動の地域移行について保護者の理解を得るのは難しかったかもしれない」と振り返っていた。

令和3年4月には、休日運動部活動の地域への完全移行を行った。竹鼻中学校運動部活動加入者296名の

うち、はしまなごみスポーツクラブに加入し、休日も活動を行っている生徒は250名となっている。運動部

活動に加入しているものの、はしまなごみスポーツクラブに加入していない生徒の意向としては、「平日の

部活動だけで満足している」もしくは「他のクラブチームに参加している」とのことであった。指導者は

全29名、うち教職員の指導者は5名（サッカー、柔道、剣道、バスケットボール男女）であり、兼職兼業に

より地域の指導者として活動を行っている。現在のところ、休日運動部活動の地域移行に伴う大きな戸惑いや

混乱はなく、地域指導者の指導も好意的に受け止められている様子であった。

■ 中学校運動部活動の地域移行について

中学校運動部活動の地域移行に取り組む前から、部活動育成会が部活動の受け皿としての役割を果たして

おり、地域で部活動を支える土壌が備わっていたため、部活動を総合型クラブに移行する際にも、関係者の

理解や協力が得られやすかったと推察される。地域移行の前段階では、こうした地道な連携により地域と

中学校が協力関係を保ちながら、信頼関係を築いていくことが重要であると考えられる。

■ まとめ

Ⅱ 調査研究報告 ２　県外における中学校運動部活動と総合型クラブの連携事例の調査
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大口町は、人口２万4,264人（2021年12月時点）であり人口規模が小さい町の事例である。大口町全域を

活動エリアとするウィル大口スポーツクラブは、2002年に設立し、2003年にNPO法人化した。現在、会員数は

約3,000人で23人の専任職員が勤務している。大口町立大口中学校の生徒数は、725名（令和3年8月）で、

町内唯一の中学校である。

愛知県大口町の事例

■ 概要

国が休日運動部活動の段階的な地域移

行を進めるといった方針を総合型クラブ

としても注視していた。うまくタイミング

が重なり、今年度、国の地域運動部活動活

性化事業を受託する運びとなったことで本

格的な連携が始まった。

■ 中学校と総合型クラブの連携の

　きっかけ、連携状況

行政・総合型クラブ・学校の三者が協議し、３種目の部活動を総合型クラブが受け持つこととした。

第一に、部活動顧問が競技経験者である種目（サッカー）、第二に、部活動顧問が競技未経験者である種目

（バレーボール）、第三に、過去に廃部になった種目（水泳）である。これまでに前例のないことで、模索

から始まったという部活動地域移行の取り組みは、現在のところ大きな混乱もなくスムーズに進められて

いる。

今回の取組では、総合型クラブは指導者を確保し、学校の部活動に派遣するとともに、謝金等を支払って

いる。中学生は総合型クラブの会員にはなっておらず、費用負担は発生していない。学校側のニーズとしては、

すべての部活動の地域移行を行いたいと考えており、こうした考えは関係者間でも共有されている。総合型

クラブとしても学校側のニーズに応えるべく準備を進めているという。

今年度の取り組みを振り返ると、学校側としてはメリットしかないと語る。「本当に指導者に恵まれ、

とてもうまくいっている。地域の指導者によって効果的な指導がされている」と言っており、総合型クラブ

が指導者と学校を繋ぐパイプ役を果たしており、とても安心感があると振り返った。一方で、部活動は

「教育活動の一環であり、学校にとって重要な位置づけであることには変わらない。部活動の形をある程度

変えていく必要性は認識しているが、学校において部活動が果たしてきた役割にも目を向ける必要がある」

とのことであり、部活動の教育的意義を強調した。

将来的には、すべての部活動に地域の指導者が関わっていけるような体制を整えるべく、そのためには、

町の予算計上や受益者負担のあり方についても関係者間で協議していきたいと述べていた。

■ 中学校運動部活動の地域移行について

国のモデル事業を受け、試験的に３つの部活動に総合型クラブから指導者を派遣している事例であった。

その中には過去に廃部になった種目を総合型クラブが復活させるという新しい試みが見られた。本事例に

おける地域移行の考え方としては、「中学生のニーズに応える」ことが徹底されており、中学生のスポーツ

活動を充実させていくための実践が進められていた。

大口町は町人口がわずか２万4,264人であるが、総合型クラブを中心に地域のスポーツ資源がまとまって

おり、うまく活用されているようであった。

■ まとめ

Ⅱ 調査研究報告 ２　県外における中学校運動部活動と総合型クラブの連携事例の調査
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Ⅱ 調査研究報告

３　公認スポーツ指導者への中学校運動部活動の地域移行に対する意識調査
中学校運動部活動の地域移行に向けては指導者の確保が重要課題となる。そこで、兵庫県の公認スポーツ

指導者を対象に、中学校運動部活動の地域移行に対する意識調査を行った。

回答者の性別は、「男性」が86.1%、「女性」が13.6%であった（図１）。

回答者の年代は、「50代」が31.8%と最も多く、「40代～60代」までの世代が８割以上（82.6%）を

占めた（図２）。

回答者の個人的属性及び指導状況

結果の概要

図１ 性別

■ 男性

■ 女性

■ その他
86.1%

13.6%

0.2%

図３ 職業

図2 年代

■ 20代
■ 30代
■ 40代
■ 50代
■ 60代
■ 70代
■ 80代

■ 小学校教員 ■ 中学校教員 ■ 高校教員 ■ 大学・高専・専門学校教員
■ 公務員  ■ 会社員  ■ 自営業  ■ パート職
■ 専業主婦（夫） ■ 無職  ■ 学生  ■ その他

23.6%

31.8%

27.2%

6.5%

神戸市
姫路市
明石市
西宮市
加古川市
尼崎市
伊丹市
宝塚市
豊岡市

n
120
39
32
30
22
21
20
11
11

%
27.7
9.0
7.4
6.9
5.1
4.8
4.6
2.5
2.5

※ n ≧ 10のみ掲載

7.2%

回答者の居住地（兵庫県内）は、「神戸

市（27.7%）」が最も多く、次いで「姫路市

（9.0%）」、「明石市（7.4%）」である（表１）。

回答者の職業は、「会社員（38.3%）」が

最も多かった。また、「中学校教員」は

6.2％、部活動のある「高校教員（8.5％）」

を含めると14.7％であった（図３）。

表１ 居住地（兵庫県内の内訳）

0.7% 3.0%

38.3%8.5% 8.5% 11.3% 9.7%

5.5% 0.2%
1.2%

6.2% 2.5%1.8%
6.9%
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0 10 20 30 40 50 60 70 80

市町村大会
地区大会（阪神地区大会など）

都道府県大会
地方大会
全国大会
国際大会

その他

67.0
59.1

53.8
39.0

41.3
6.2

未就学児

小学生

中学生

高校生

大学生

若年層（23～29歳）

中年層（30～64歳）

高齢層（65歳～）

その他

36.0

78.8

84.8

61.9

39.5

36.0

40.9

30.9

1.8

0 20 40 60 80 100

3.2

0% 2%0 40% 60% 80% 100%

■ 指導していない　■ １日未満　■ １日　■ ２日　■ ３日　■ ４日　■ ５日　■ ６日　■ ７日

18.9% 6.7% 14.5% 17.1% 9.7% 7.6% 13.6% 9.7% 2.1%

42.7%

指導可能な競技レベルは、約7割（67.0%）が「市町村大会」レベルと回答した一方、約4割（41.3%）が

「全国大会」レベルであった（図４）。

図４ 指導可能な競技レベル（複数回答可）

指導可能な対象は、「中学生（84.8%）」が最も多い（図５）。

指導可能な競技種目では、「バレーボール（24.7%）」が最も多く、次いで「ソフトボール

（10.6%）」、「陸上競技（8.5%）」であった（表２）。

現在の１週間あたりの平均指導日数をみると、何らかの理由で「指導していない」回答者が

18.9%で、「2日（17.1%）」、「1日（14.5%）」と続いた。また、週に3日以上指導している回答者は4割以上

（42.7%）であった（図６）。

図5 指導可能な指導対象（複数回答可）

図６ １週間あたりの平均指導日数

表２ 指導可能な競技種目（複数回答可）

バレーボール
ソフトボール
陸上競技
テニス
水泳競技
野球
空手道
ソフトテニス
卓球
ラグビー
剣道
スキー
体操競技
ハンドボール
バドミントン

n
107
46
37
34
33
33
29
19
19
17
16
11
10
10
10

%
24.7
10.6
8.5
7.9
7.6
7.6
6.7
4.4
4.4
3.9
3.7
2.5
2.3
2.3
2.3

※ n ≧ 10のみ掲載

Ⅱ 調査研究報告 ３　公認スポーツ指導者への中学校運動部活動の地域移行に対する意識調査
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スポーツクラブ21ひょうご

小学校の施設

中学校の施設

高校の施設

大学の施設

公共の施設

民間の施設

自身の所有する施設

その他

31.9

20.5

15.4

8.3

48.7

26.2

2.8

3.7

統合型地域スポーツクラブ（スポーツクラブ21ひょうご以外）

スポーツ少年団

民間企業

プロスポーツ（実業団含む）

中学校

高等学校

大学 8.0

地域のスポーツ団体・サークル

スポーツ施設や行政が主催するスポーツ教室

その他

17.7

9.1

20.5

8.0

1.7

14.5

15.4

35.6

35.6

9.4

0 5 10 15 20 25 30 35 40

0 10 20 30 40 50

現在指導を行っている団体は、「地域のスポーツ団体・サークル」、「スポーツ施設や行政が主催する

スポーツ教室」が最も多く（35.6%）、次いで「スポーツ少年団（20.5%）」、「スポーツクラブ21ひょうご

（17.7%）」であった（図７）。

指導を行っている施設をみると、約半数が「公共の施設（48.7%）」であり、「小学校の施設（31.9%）」

「民間の施設（26.2%）」も比較的割合が高かった（図８）。

Ⅱ 調査研究報告 ３　公認スポーツ指導者への中学校運動部活動の地域移行に対する意識調査

図7 現在指導を行っている団体（複数回答可）

図8 現在指導を行っている施設（複数回答可）
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現在の指導時の謝金額は、０円（無給ボランティア）が7割以上（73.5%）を占めた（図９）。無給

ボランティアを除いた謝金の平均額は2,541円（標準偏差±2,349、中央値2,000円）であった。資格を

有する指導者の多くが無給でスポーツ指導にあたっている現状が明らかになった。

中学校運動部活動において指導１回あたり（２時間～３時間程度）に必要と考える謝金額に

ついて、約2割（19.4%）の回答者は０円と回答した（図10）。謝金が必要と回答した中で最も多いのは

「4,001～5,000円（24.8%）」であり、次いで「2,000～3,000円（23.3％）」、「5,001～10,000円（11.9％）」

であった。謝金を不要とした回答者を除く希望手当の平均値は5,312円（標準偏差±5,162、中央値

4,500円）であった。謝金は不要とする回答者が２割程度いる一方で、多くの指導者は一定額の報酬を

必要であると考えている。

指導時の各補償に関する認知は、「自身が、指導中にけがをした場合の補償」及び「指導している

対象者が、けがをした場合の補償」の内容についてよく知っている又は知っていると回答した割合は

7割以上を占めた。一方、「活動している施設・設備の破損等に関する補償」に関しては、約5割があまり

知らない（36.7%）・全く知らない（8.8%）と回答した（図11）。

結果の概要

図９ 現在のスポーツ指導に
対する謝金

73.5%

19.4%

23.3%

24.8%
8.3%

図11 各補償に関する認知

図10 中学校運動部活動において
指導１回あたり（２時間～３時間程度）に
必要と考える謝金額

■ 0円 ■ 1～1,000円
■ 1,001円～2,000円 ■ 2,001円～3,000円
■ 3,001円～4,000円 ■ 4,001円～5,000円
■ 5,001円～10,000円 ■ 10,00円～

■ 全く知らない　■ あまり知らない　■ 知っている　■ よく知っている

■ 0円 ■ 1～1,000円
■ 1,001円～2,000円 ■ 2,001円～3,000円
■ 3,001円～4,000円 ■ 4,001円～5,000円
■ 5,001円～

Ⅱ 調査研究報告 ３　公認スポーツ指導者への中学校運動部活動の地域移行に対する意識調査

指導時の謝金額、補償に関する認知

8.5%
2.8%
1.8%

2.5%

4.6%
8.3%

2.5% 3.6%
11.9%

4.1%

指導している施設・設備の破損等に関する補償

指導している対象者が、けがをした場合の補償

自身が、指導中にけがをした場合の補償
6.0

4.8

8.8
36.7 39.0 15.5

19.9 52.9 22.4

22.6 20.351.0
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「休日の中学校部活動の段階的な地域移行」について、約6割（63.1%）が「知っている」と回答した

（図12）。「何となく聞いたことがある（25.4%）」、「知らない（11.5%）」と回答した者も一定数いることから、

さらに理解を深めていく必要性が示された。また、この方針について支持するかどうかについて、

約半数（54.3%）が支持すると回答したが、「どちらともいえない」が約4割（40.4%）に上り、現段階の

情報では判断しかねる回答者も多いことが明らかになった（図13）。

地域移行を支持する理由をたずねたところ、最も多かったのが「教員の負担軽減（n=86）」であり、

次いで「専門技術の習得（n=66）」であった。過去の競技経験やスポーツ指導に関する専門的な

知識のない教員がやむをえず部活動の指導に従事しているといった課題意識等から、地域移行を

支持する意見が多く挙がった。

結果の概要

図12 「休日の中学校部活動の
  段階的な地域移行」の認知

■ 「休日の中学校部活動の段階的な地域移行」を支持する理由

63.1% 54.3%40.4%25.4%

図13 「休日の中学校部活動の段階的な
  地域移行」を支持するか否か

■ 知っている

■ なんとなく
　 聞いたことがある

■ 知らない

■ 支持する

■ どちらともいえない

■ 支持しない

Ⅱ 調査研究報告 ３　公認スポーツ指導者への中学校運動部活動の地域移行に対する意識調査

休日の運動部活動の段階的な地域移行に関する認知

11.5% 5.3%

〈教師の負担軽減〉ｎ＝86
●教員の負担を減らし、地域の専門家やコ

ミュニティを活用するほうがメリットが
大きいと思います（30代、男性、会社員）

●学校教師の負担が大きすぎる（40代、
男性、会社員）

●先生の負担軽減（50代、男性会社員）
●教員の負担減につながる（40代、男性、

高校教員）
●学校教育が部活で忙殺される現状は改

善されるべきである（40代、男性、大学・
高専・専門学校教員）

〈その他〉ｎ＝21
●学校教育でやるには限界がきているか

ら（30代、女性、高校教員）
●以前から外部指導員に興味があり、将来

携わりたいという思いがあるから（40
代、男性、会社員）

〈地域〉ｎ＝6
●学校の部活と地域のスポーツチームが

交流する機会ができ、双方の活性化に
繋がると思います（50代、男性、会社員）

〈専門技術の習得〉ｎ＝66
●真剣に部活動をしたいという生徒に対

し、その競技経験がない教員では、基本
的な指導はできても技術的な指導は困
難であると感じている（40代、男性、会
社員）

●専門知識のない教員、やりたくないのに
無理矢理させられている教員が子供た
ちにとって良い指導が出来るわけがな
い（40代、男性、会社員）

〈生徒の選択肢増加〉ｎ＝16

〈指導者不足〉ｎ＝7

●生徒の選択肢が増えるから（40代、男
性、その他）

●好きな競技が出来ない子供達がいます
（50代、男性、自営業）

●部活動は、学校により対象競技が偏って
いるため（40代、男性、会社員）

●学校の教員では対応できないように思
う（50代、男性、会社員）

●教員の指導者不足（60代、男性、中学校
教員）

〈少子化〉ｎ＝6
●少人数クラブでは活動範囲が限られる
（60代、男性、無職）

●少子化による部活動の減少（60代、男
性、自営業）

支 持



17

地域移行についてどちらともいえないと回答した理由としては、平日と休日での指導体制の違いに

対する問題意識や、地域移行の趣旨には一定の理解を示しつつ、部活動に教育的な価値を踏まえて

態度を保留している回答者が多かった。

■ 「休日の中学校部活動の段階的な地域移行」についてどちらともいえない理由

Ⅱ 調査研究報告 ３　公認スポーツ指導者への中学校運動部活動の地域移行に対する意識調査

〈制度・体勢・システム〉ｎ＝62
●指導者を選ぶ事が出来ない選手は如何

なものか（60代、男性、無職）
●平日は学校の顧問が担当するので連絡

調整が大変（50代、男性、高校教員）
●教師の働き方改革になるのでしょうが、

指導法の違いによる顧問、選手達の戸
惑いが生じないか（60代、男性、無職）

●平日と土日の分けた考え方だと、問題点
が多すぎるからです（40代、男性、中学
校教員）

〈教員の熱意〉ｎ＝11
●部活動に力を入れている教師もいる
（40代、女性、その他）

●教員の中にも指導熱心で指導したい方
がいる（50代、男性、自営業）

●部活動の指導をしたくて、教員になって
いる方もおられると思います（40代、男
性、会社員）

〈報酬〉ｎ＝6
●給料のようなものもないでしょうし、外

部指導者にメリットが少ない（40代、男
性、小学校教員）

〈教育としての価値〉ｎ＝48
●趣旨は理解できるが、まだまだ部活動＝

学校という認識がある（50代、男性、公
務員）

●教員と共にクラブ活動するのが本意の
はず（60代、男性、パート職）

●学校や部活動の方針と合わない可能性
があるから（40代、女性、専業主婦（夫））

〈制度への理解不足〉ｎ＝13

〈責任問題〉ｎ＝11

●私自身が全体像を把握していないため
（60代、男性、無職）

●まだよくわかっていないから（20代、男
性、会社員）

●具体的な内容が不明（30代、男性、会社
員）

●何か問題が起きた時の責任問題が大き
い（30代、女性、会社員）

●保護者対応がややこしそう（60代、女
性、大学・高専・専門学校教員）

●事故等の補償、学校との連携が不明
（60代、男性、自営業）

〈その他〉ｎ＝8
●何故部活を土日なくすのか知らない
（40代、男性、会社員）

●専門的な指導はむしろ顧問にも学習し
てもらいたい（70代、男性、無職）

どちらとも
いえない

地域移行について支持しない意見としては、人的資源不足への懸念や、学校教育の一環として

実施されるべきとの意見が挙がった。

■「休日の中学校部活動の段階的な地域移行」を支持しない理由

ｎ＝21
●人的資源、施設、財源、いわゆる人・物・金が全く無い（50代、男性、その他）
●平日と休日で指導者が変わるのは指導の仕方も変わるので生徒が混乱すると

思う（50代、男性、高校教員）
●試合は土日に設定されているのに、休日だけ指導するというのは無理があり

ます（40代、女性、中学校教員）
●教育の一環として、教員が主体となるべき（60代、男性、無職）
●学校教育の一環であるべき（50代、男性、会社員）

支持しない
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■ すでに
　 指導している

■ 思う

■ どちらとも
　 いえない

■ 思わない

44.8%
34.6%

11.5%9.0%

　中学校運動部活動での指導意思について、「指導したいと思う」は44.8％であり、「すでに指導している」
の11.5％を合わせると、半数以上の回答者が指導意思をもっていることがうかがえる（図14）。指導可能な
曜日は「土曜日（74.1%）」「日曜日（69.8%）」が多かった（図15）。休日の指導可能な時間帯としては「午前
（80.7%）」が最も多く、「17 時以降（32.0%）」が最も少なかった（図16）。
　これらの結果から、公認スポーツ指導者を有効に活用することで中学校運動部活動の指導者確保に
繋がると考えられる。そのためには、各地域における公認スポーツ指導者の発掘・育成や「公認スポーツ
指導者マッチング」サービスを周知し、活用を促進していくことが求められる。

中学校運動部活動の指導に携わる際、必要な条件として個人的条件や活動・指導範囲、責任の所在、
補償範囲の明確化を求めている。また、教員とのコミュニケーションや協力体制が図られることを条件と
する意見も多く上がった。

結果の概要

図14 中学校運動部活動の指導意思

■ 中学校運動部活動の指導に携わる際、必要な条件

図15 指導可能な曜日（複数回答可）

図16 休日の指導可能な時間帯（複数回答可）

Ⅱ 調査研究報告 ３　公認スポーツ指導者への中学校運動部活動の地域移行に対する意識調査

中学校運動部活動の指導意思、指導可能曜日及び時間帯

〈個人的条件〉ｎ＝57
●指導者を選ぶことが出来ない選手は如何なものか
（60代、男性、無職）

●平日は学校の顧問が担当するので連絡調整が大変
（50代、男性、高校教員）

●教師の働き方改革にはなるのでしょうが、指導法の違
いによる顧問、選手達の戸惑いが生じないか（60代、
男性、無職）

●平日と土日の分けた考え方だと、問題点が多すぎる
からです（40代、男性、中学校教員）

〈活動環境〉ｎ＝53
●環境が整っている事（70代、男性、無職）
●やり易い環境（40代、男性、会社員）
●道具と場所があること（40代、男性、会社員）
●充分に練習できる環境と理解（50代、男性、自営業）
●他チームとの合同練習や練習試合が出来やすい環境

整備（60代、男性、パート職）
●学校による練習器具の購入（50代、男性、会社員）
●受け入れてもらえる雰囲気（50代、男性、その他）
●怪我した時の対処法マニュアル（40代、女性、パート

職）

〈種目・資格〉ｎ＝14
●そのスポーツの選手経験・指導経験・資格
（40代、男性、会社員）

●子どもに関わる適正があることを評価判断
できる体勢（50代、女性、自営業）

●専門性を評価されること（40代、女性、大
学・高専・専門学校教員）

〈指導体制〉ｎ＝18
●メインの管理者としての学校教員の

配属（30代、男性、会社員）
●複数人の指導体制（50代、男性、中学

校教員）
●顧問等の責任ある立場の方と一緒に

指導すること（50代、男性、会社員）
●指導日が不規則になっても構わない

こと（40代、男性、その他）

〈保護者との関係〉ｎ＝20
●保護者対応（50代、男性、その他）
●自分の指導方法に保護者が口出しし

ないこと（50代、男性、会社員）
●選手と親御さんが外部指導員に対し

て理解があること（40代、男性、会社
員）

●基本的に親御さんが不必要な口出し
をしないこと（50代、男性、自営業）

〈指導範囲・責任の所在・補償内容の明確化〉ｎ＝52
●趣旨は理解できるが、まだまだ部活動＝学校という認

識がある（50代、男性、公務員）
●教員と共にクラブ活動するのが本意のはず（60代、男

性、パート職）
●学校や部活動の方針と合わない可能性があるから
（40代、女性、専業主婦（夫））

●保護者対応は学校ですること（60代、女性、大学・高
専・専門学校教員）

●責任の範囲の明確化（60代、男性、パート職）

〈学校関係者との関係〉ｎ＝47

〈必要経費や待遇の充実〉ｎ＝32

●学校の教員とのコミュニケーション（60代、男性、そ
の他）

●学校側の全面的な協力体制（70代、男性、無職）
●顧問との情報共有（練習内容、生徒の様子など）（50

代、男性、公務員）
●学校（先生）が任せてくれて、連携している意識（50

代、男性、自営業）
●中学校との連携、相談の機会（50代、男性、小学校教

員）

●能力に応じた報酬（40代、男性、その他）
●複数年契約（50代、男性、会社員）
●部活動の給料で生活できるような対価が得られるこ

と（40代、男性、小学校教員）
●指導者に手当を支払うこと（ボランティアという時代

は終わりました）（50代、男性、会社員）
●給与、福利厚生の確保（20代、女性、中学校教員）

〈生徒の特性〉ｎ＝26
●生徒たちにやる気があること（40

代、男性、会社員）
●学生に礼儀が備わっていること
（40代、男性、自営業）

●前向きな態度とルールを守る約
束（50代、男性、会社員）

●スケジュールの決定とマナー（50
代、女性、自営業）

中学校運動部活動に
おいて指導に携わる際、

必要な条件

月曜日
火曜日
水曜日
木曜日
金曜日
土曜日
日曜日

午前
午後

17時以降
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活動の妨げになりうる要因としては、仕事の調整などにあたる「個人的な制約（n=143）」に関する
意見が最も多く、次いで「保護者との関係（n=75）」、「学校（教員）関係者との関係（n=45）」であった。
保護者や学校関係者と良好な関係を構築することで円滑な活動に繋がると考えていることが
分かる。

不安に思うこととしては、「非常時の対応（n=67）」と「生徒との関係（n=61）」について多くの意見が
挙げられた。指導者の事故への対応や生徒の心身に対するサポートに不安を感じていることが
うかがえる。

■ 中学校運動部活動において指導に携わる際に活動の妨げになりうる要因

Ⅱ 調査研究報告 ３　公認スポーツ指導者への中学校運動部活動の地域移行に対する意識調査

〈個人的制約〉ｎ＝143
●現在の勤務の多忙さ（40代、男性、会社員）
●休日の大会引率に予定がつかない可能性があること
（40代、男性、中学校教員）

●経済的・時間的・心理的な負担（30代、男性、会社員）
●平日は仕事があること（50代、男性、会社員）
●公務員は副業ができないこと（50代、男性、高校教

員）
●公務員の副業禁止に抵触しないかという不安（50代、

男性、公務員）
●仕事の時間調整などが必要になってくると感じます
（30代、男性、その他）

●その時点の会社の規則（50代、男性、会社員）
●会社勤務の為、夜または土日になること（60代、男性、

会社員）
●急遽行けない時の代わりがいない（50代、男性、公務

員）

〈施設・設備・予算的制約〉ｎ＝19
●シューズ、ユニフォームの確保（60代、男性、パート

職）
●場所（設備）と道具（60代、男性、会社員）
●備品の充実（40代、男性、会社員）
●装備にかかる費用、実習地への交通費など（50代、男

性、その他）

〈顧問（学校関係者）との関係〉ｎ＝45
●部活動顧問との関係（40代、男性、高校教員）
●こちらの情報を否定から入る教員（30代、男性、パー

ト職）
●教職員との指導方法の違い（40代、女性、パート職）
●学校との綿密な連携（40代、男性、自営業）
●熱心な中学校教師の抵抗（40代、男性、自営業）
●先生の嫉妬と周囲の誹謗中傷（50代、男性、会社員）
●顧問がついていないとやりづらいこと（70代、男性、

会社員）

〈非常時の対応〉ｎ＝6
●万が一、子ども達がケガをした場合の補償（50代、男

性、会社員）
●事故への対応（60代、男性、小学校教員）

〈慣習〉ｎ＝7
●スポーツ指導員は、ボランティアで昔ながらの「手弁

当」という考え方（60代、男性、自営業）

〈生徒との関係〉ｎ＝20

〈保護者との関係〉ｎ＝75

●やる気がないものが紛れ込む事（50代、男性、公務
員）

●あくまでも生徒が指導を受け入れてくれるかという
不安（60代、男性、自営業）

●生徒のマナーの悪さ（50代、女性、自営業）
●中学生の基本的な礼儀（60代、男性、会社員）

●昔ながらの古い意識、やり方で、口を出してくる周り
の保護者（40代、男性、会社員）

●仕事の時間もそうですが、部活動という学校活動の
中に、一般人が入ることによる保護者との関係（40
代、男性、自営業）

●モンスターペアレンツの存在（40代、男性、大学・高
専・専門学校教員）

●父母会・PTAからの否定的意見（50代、男性、公務員）
●保護者等の非協力的な対応（60代、男性、無職）
●個人的なクレームへの懸念（50代、女性、パート職）

中学校運動部活動に
おいて指導に携わる際に
活動の妨げになりうる要因

■ 中学校運動部活動に携わる際に不安に思うこと

〈非常時の対応〉ｎ＝67
●事故発生時の対応（50代、男性、その他）
●指導対象の怪我や施設の破損（20代、男性、高校教

員）
●事故防止と熱中症などの健康面に問題が生じその対

応策が難しい（70代、男性、自営業）
●負傷時の対応と中学生活の状況が細かくつかめない

点（50代、男性、高校教員）
●心身に対するケアに対応可能かどうかとケガのリスク
（50代、男性、自営業）

●部活動の責任者の存在（60代、男性、パート職）

〈生徒との関係〉ｎ＝61
●生徒の部活への取り組み（40代、男性、会社員）
●生徒との信頼関係が持てるか（70代、男性、高校教

員）
●子供達との距離感（50代、男性、会社員）
●メンタルが不安定な時期なので、ケアができるかどう

か（50代、男性、会社員）
●ヤル気のない生徒への対応（50代、男性、公務員）
●思春期の生徒の専門指導経験がないので、わからな

い（50代、男性、会社員）

〈その他〉ｎ＝5●保有しているコーチ資格のスポーツが中学校にはな
いと思う（70代、男性、会社員）

〈個人的制約〉ｎ＝47
●仕事によって急に参加が難しいときもあること（40

代、男性、会社員）
●「教育」する事に知識がない（50代、男性、会社員）
●経験が無いので全てに不安（60代、男性、自営業）
●仕事の関係で決まった日時と時間を確約できない
（40代、男性、会社員）

●中学運動部指導が仕事や家庭生活を圧迫しないとい
う確信がない（50代、男性、その他）

〈施設・設備・予算的制約〉ｎ＝15
●謝礼（60代、男性、中学校教員）
●施設の管理（40代、女性、高校教員）
●お金の面とインフラを整備すること（40代、男性、自

営業）
●県体協や市スポ協などから、防具等を購入する際の

資金支援があるのか（50代、男性、会社員）

〈制度・体制・システム〉ｎ＝28
●人数が多すぎると良い指導ができない（40代、男性、

会社員）
●継続的なサポートがしていただけるかどうか（60代、

男性、その他）
●色々なインテグリティ教育（60代、男性、自営業）
●レギュラーとそうでない生徒間の問題なども難しい

面もある（60代、女性、パート職）　

〈顧問（学校関係者）との関係〉ｎ＝44

〈保護者との関係〉ｎ＝41

●部活顧問とのトラブル（60代、男性、パート職）
●顧問との連携や関係構築（60代、男性、中学校教員）
●学校から丸投げされること（50代、男性、公務員）
●学校長含め教員の理解（50代、男性、会社員）
●学校との指導レベルのギャップ（60代、男性、パート

職）

●非常識な父兄（40代、男性、その他）
●モンスターペアレンツの存在（40代、男性、大学・高

専・専門学校教員）
●保護者とのコミュニケーション（40代、男性、自営業）
●様々なクレーム（50代、女性、パート職）
●過度の期待（60代、男性、自営業）
●保護者とのトラブルが起こる可能性（20代、男性、会

社員）

中学校運動部活動に
携わる際に
不安に思うこと
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Ⅲ 地域スポーツ推進団体連絡会議　各委員から

本調査研究は、学識経験者、総合型

クラブ関係者、中学校関係者、県・市町の

行政関係者、県体協関係者で構成された

地域スポーツ推進団体連絡会議を設けて

進めた。ここでは、委員の皆さんからの

コメントを紹介する。

今回の様々な調査データから感じることは、中学校部活動改革に向けては

「一斉に地域移行はできないので、できるところから少しずつ」という

アプローチは間違っていないと思われるが、それを進めていく上ではまず、

「市町としてのゴール・方向性を明示しておく」必要があると痛感した。

すなわち、部活動をどうするかだけの議論になると対処療法的な策しか出て

こない。そうではなく、その地域全体（この括りについてはいくつかのサイズ

があると思われる）としてのスポーツ推進をどうするかというスタンスでの

議論が不可欠であろう。したがって、学校関係者だけでなく、可能な限り

地域住民を巻き込んだ検討が必要と考えた。

森 田 啓 之委 員 長 国立大学法人兵庫教育大学大学院
　　　　　　生活・健康・情報系教育コース 教授

本会議を通じて兵庫県内ならびに他地域での運動部活動と地域スポーツ

クラブとの連携状況が明瞭になったと感じる。中でも、この連携にはヒトが

重要であることが示されたといえる。鯖江市の取り組みから分かるように、

事業の趣旨をいかに関係者が共有し、理解するかがkeyであろう。教員側には

「部活動は生徒指導の一環」との意識もあり、運動部活動をスポーツとして

捉えるのか、それとも教育として捉えるのか、といった共通認識の構築も

求められるであろう。

伊 藤 克 広副 委 員 長 兵庫県公立大学法人兵庫県立大学 国際商経学部 教授
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会議や県外における中学校運動部活動と総合型クラブの連携に関する

連携事例調査、兵庫県内の連携等に関する取り組み状況・有資格スポーツ

指導者への意識調査が実施され、今後の中学生のスポーツ機会の充実を

考えるうえでのエビデンスが得られたことは重要である。事例調査や取り

組み状況・意識調査は、学校部活動と総合型クラブが連携していくうえで、

それぞれの現状について情報共有することの大切さ、学校と地域をつなぐ

コーディネーター役になる組織（団体）が必要だと感じた。教員の働き方

改革だけでなく、学校万能主義の限界を知り、子どもたちの豊かなスポーツ

ライフをどのように描いていくのか、それぞれの総合型クラブの特徴を

生かしながら、中学生や地域の人々にとって持続可能な魅力あるクラブと

なることも課題といえる。

Ⅲ 地域スポーツ推進団体連絡会議　各委員から

小 坂 美 保委 　 員 神戸女学院大学 体育研究室 准教授

休日の中学校の運動部活動をどのように地域でささえていくかについては

様々な事例を参考にしながら議論することができた。しかしながら、実際に

部活動に取り組んでいる生徒や保護者のニーズ、ならびに中学校の教員の

見解等までは捉えることができず、より踏み込んだ議論にはならなかった

ように感じる。県内でも合同チームで試合出場するケースや希望種目が

ない中学校もみられることから、総合型地域スポーツクラブが今後の受け皿

の一つとなりうることが推察される。クラブのマネジメント方法の見直しや

指導者の調整など課題はあるが、生徒にとって望ましいスポーツ環境を

提供できるよう今後も協議を続けていく必要性を感じた。

谷 め ぐ み委 　 員 湊川短期大学　幼児教育保育学科　准教授

中学校クラブ活動の受け皿が総合型スポーツクラブになる上で第一に

行わなければならないのは、当該地区の中学校がどのような依頼、要望を

持っているのか十分な話し合いをする場が持てるかである。それぞれの地域、

中学校で事情が異なり、統一化された方向性を決めて活用するのは困難で

ある。

もう一点、各中学校の校長並びに担当教員のこの課題に対する認識度、

必要性が伝わってこない。この点に関しても中学校内での協議をしっかりと

していただき方向性を決めて頂きたい。

具体的にはこの欄で書き終えない課題が山積している。

中 田 　 進委 　 員 「スポーツクラブ21ひょうご」全県連絡協議会 会長



22

中学校運動部活動の地域移行に関しては、第１．生徒のスポ―ツ活動機会の

保障を前提にした取組、第２．中学校及び保護者・地域（スポーツクラブ）

の理解と柔軟な考え方、第３．指導者の発掘と育成及び財源、第４．実践

しながら地域の実情に合わせて改善していく姿勢（関係団体全て）などが

大切だと考えます。

Ⅲ 地域スポーツ推進団体連絡会議　各委員から

福 田 幸 夫委 　 員 ＮＰＯ法人加古川総合スポーツクラブ 理事長

中学校の部活動について、部分的にでも総合型地域スポーツクラブで担う

ことができれば良いのではないかと考えます。指導者の数、謝金、学校との

連携方法、事故の対応など課題はたくさんあります。受け皿となるクラブ

としては、学校との連携を考えることができるサークルの育成を進め、

中長期的にどちらの側からもよかったといえるものに育てるクラブ運営と

単一のスポーツクラブだけでなく、中学校区で連携した活動の必要性について

認識することができました。

藤 原  亨委 　 員 スポーツクラブ21氷上東 総務担当

この度本委員会の委員を仰せつかって、改めて他県の成功事例などを

通じ、現在の兵庫県において、指導者の確保と学校側の部活動を学校教育と

切り離すことへの理解を深めることが大切であることが良く理解できた。

兵庫県としては、700を超えるスポーツクラブ21ひょうごを設置したものを、

いかに生かして、活性化し、こうした受け皿化していくかを考える必要がある。

これには学校、クラブがいかに意識改革を図っていけるかがカギである。

井 原 一 久委 　 員 ＮＰＯ法人アスロン 理事長
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会議等を通して感じたことは、何よりも先ず行政が主体となってマネジメント・

コーディネイトは誰が（どこが）するのか、しっかりとしたビジョン、基本理念を決め、

計画・方針を示したうえで各団体に落とし込み、それをもって初めて各団体が連携し

活動できるのではないかと感じました。総合型地域SCに中学校部活動を移行するに

あたっては、そのSC自体の運営が充実していないと難しいように思いました。関係者

やボランティアの熱い思いに頼るだけでなく、市町行政の予算計上、一定の受益者

負担などの財源の確保などヒト・モノ・カネに関する課題を市町行政で整理した

うえでスタートすべきではないかと思います。

とはいえ何より子供たちが不利益を被ることがないよう地域の大人たちが

見守っていくことが前提です。

この度はご縁あってこの会議メンバーとしてヒアリング等にも参加させて

いただき、大変貴重な経験をさせていただき、ありがとうございました。

Ⅲ 地域スポーツ推進団体連絡会議　各委員から

田 中 麻 美委 　 員 ＮＰＯ法人親和スポーツネット クラブマネジャー

部活動は学校の教師がやるべきもの。部活動は学校から切り離すものでは

ない。部活動は教育効果が非常に高く、やりがいのあるもの。しかし、ここ

数年、教師の意識にも変化が見え始めている。生徒の多様なニーズへの対応や

教員の働き方改革の推進のうねり、大きな改革の潮流を感じる。この改革は、

校長としての覚悟、ビジョンを持ち、市町教育委員会の考え、行政の後ろ盾や

サポート体制も必要です。今後、部活動改革を進めるにあたり、生き生きと

活動する生徒たちの姿を思い描き、地域と学校と行政で何からできるのか

しっかりと考えていきたい。

村 崎 和 幸委 　 員 明石市立大久保中学校 校長

播磨町では、平成12年度に体育協会や既存のスポーツ団体などすべてを

会員として登録した総合型地域スポーツクラブを設立しました。平成16年に

NPO（特定非営利活動）法人の資格を取得し、町内にある学校体育施設を

含めたすべての体育施設を指定管理者として管理運営するに至っています。

現在、中学校における部活動指導員配置や休日の運動部活動の段階的な

地域移行の調査研究に取り組んでいます。

今後は、「地域とともにある学校」への転換を図るとともに、部活動の

枠を越え、総合型地域スポーツクラブと連携協力することで、生涯スポーツ

社会の実現を目指していきたいと考えています。

西 野 直 樹委 　 員 播磨町教育委員会学校教育グループ 統括
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本会議を通じて、様々な分野から、中学生のスポーツ活動の充実に向けて

の意見を聞く貴重な機会となりました。

これまで中学生のスポーツ機会の中心となっていた部活動では、少子化に

よる生徒・教員の減少に伴い、種目の減少や教員による指導が困難になりつつ

あります。令和４年３月に策定される第２期兵庫県スポーツ推進計画に

おいては、運動部活動の充実に向け、科学的トレーニングやの導入や

コンプライアンス徹底についても盛り込むこととし、今後も地域のスポーツ

環境の充実に取り組んでいきたいと思います。

Ⅲ 地域スポーツ推進団体連絡会議　各委員から

田 中 正 晴委 　 員 兵庫県教育委員会事務局スポーツ振興課 課長

本事業において、中学校部活動の地域移行を先進的に取り組んでいるスポーツ

クラブの歴史をはじめ、活動内容、課題等を聞き取ることができとても参考になった。

また、本県の公認スポーツ指導者へのアンケート調査の結果等を踏まえ、

本県における外部指導者の状況などについて協議することができたことは、

とてもいい機会となった。

広い県土を有している兵庫県は、摂津・播磨・但馬・丹波・淡路という歴史も

風土も異なる個性豊かな五国からできていることから、各地域の中学校部活

動や地域で行われているスポーツ環境の活動状況や課題が異なっている。

この度の会議の意見交換した内容に加え、令和3年度に、本県２市町で実施

している拠点校の検証結果をもとに、令和５年度には、市町教育委員会が主と

なり、地域の特性に応じた地域移行について、できるところから進められるよう、

県としても取り組んでいきたい。

土 井 一 弥委 　 員 兵庫県教育委員会事務局体育保健課学校体育班 班長

学校における部活動を学校以外の受け皿を作って移行していこうとする

方向性は理解できる。しかしながら地域スポーツクラブがその受け皿となる

ためには、財源及び指導者確保といった根本的な課題をはじめ、その他にも

多くの課題が山積している。法的な整備を含めて基盤となる制度設計や施設

の確保、そして、何より大切な生徒や保護者、学校（教員）の理解を深める

ことから始める必要があるように思う。

廣 瀬 雅 樹委 　 員 公益財団法人兵庫県体育協会 専務理事
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